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１. 基本方針

公的年金制度は、「世代と世代の支え合い」と言われるように、広く世代・
年齢、地域・職域を越えた社会連帯の下に成立しており、これはいかなる制度
設計の下でも普遍的なものである。

公的年金制度の運営にあたる日本年金機構にとって、地域、教育、企業の中
での年金制度の周知、理解、支援のネットワークの再生・再構築が喫緊の課題
である。

年金制度に対する理解をより深め、制度加入や保険料納付に結びつけるため、
それぞれの地域に根ざした「地域における年金運営の展開に関する事業」（呼
称：地域年金展開事業）を実施する。
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・地方厚生(支)局
・都道府県労働局
・ハローワーク
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地域のネットワーク
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年金事務所
・事業実施主体。
・代表年金事務所は管内
の年金委員活動支援を
取りまとめる。
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等
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告

連
携
協
力

日本年金機構

・市区役所、町村役場
・自治会
・民生委員、児童委員

地域 関係団体

厚生労働省

教育委員会
社会福祉協議会

地方自治体

教育機関
商業施設 などなど

企業

社会保険（年金）協会・委員会
受給者協会
全国健康保険協会都道府県支部
都道府県社会保険労務士会
商工会・商工会議所 など

地域年金展開事業
年金制度の周知、理解、支援ネットワークの構築

①ポスターの貼付、チラシ・リーフレットの配布
②年金制度説明会
③年金セミナー
④出張年金相談会
⑤地域年金事業運営調整会議
⑥ねんきん月間・年金の日における各種取組
⑦「わたしと年金」エッセイ など

・委嘱事務
・各種支援（研修や情報提供）

年
金
受
給
者
の
方
・会
社
に
お
勤
め
の
方
・

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
の
方
・専
業
主
婦
（夫
）・

就
職
活
動
中
の
方
・学
生
の
方

等

年金委員

年金委員 地域年金推進員

協力者

２．地域年金展開事業の概要（1/2）
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地域年金展開事業の主な取組
◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度
説明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。

◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者か
らなる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を提
供。

年金委員
活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助
言を行うため、学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者や従業員向けの年金制度
説明会を実施。
・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周
知、ポスター・チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。
大学での年金相談や学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設
置、配付の依頼等。

年金セミナー
事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町村
役場や大規模商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。地域相談事業

２．地域年金展開事業の概要（2/2）

《取り組み内容》
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年金制度説明会の実施に向けて

５類感染症対策を踏まえ、ハローワークでの年金制度説明会の他、事業所の従業員や自

治体の担当者、年金委員等に向けての年金制度説明会を、お客様のご希望に沿ったテー

マで実施する。

オンラインを使用しての説明会の開催について、積極的に取り組む。

市町村及び各種団体等と連携した取り組み

市町村が発行する広報紙のほか、各年金事務所管内で発行されている新聞、フリーペー

パー、コミュニティＦＭ及びケーブルテレビ等での周知に努める。

地域の特性に応じて、成人式におけるリーフレット配付、「こども絵画展」など、市町

村及び各種団体等のご協力を得ながら、各事務所で創意工夫を凝らした取り組みを実施

する。

● その他、地域の特性に応じた取り組み

● 市町村の広報紙及びマスコミでの周知

● 事業所や地域・関係団体等において年金制度説明会を積極的に実施する。

３．重点取組（県全体）

地域連携事業
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年金セミナーの実施に向けて

セミナーの講師については、受講者の年齢に近い若手職員を中心に務め

る。講師職員のプレゼンテーション能力の向上を図るため、県及び各事

務所のセミナー講師養成ＰＴで研鑽し、レベルアップに取り組む。

● 教育機関のニーズに対応する取り組み

年金セミナー事業

未実施校に対しては、開催アンケートを活用したアプローチを行い、新規開拓に努める。

開催実績のある学校に対しては、過去のアンケート結果を踏まえたセミナー実施による具体

的な効果を伝え、令和５年度も継続して実施いただけるよう依頼して行く。

また、ＰＴＡや教職員を対象とした年金セミナーについても、積極的にアプローチを行う。

１月 １１月

・県下校長会での依頼
・高校・専門学校等へ
アンケート送付
・未回答校の後追い

・訪問・電話によるアプ
ローチ
・エッセイ募集協力依頼
・セミナーの実施

・セミナーの実施
・次年度に向けたアプローチ

5

４月 ８月

・若手職員の講
師育成の取り組
み
・下期に向けた
再アプローチ

高校等へのアプローチのスケジュール



年金委員の活動支援と委嘱拡大

● 委嘱の拡大の取り組み

【職域型年金委員】

本部指示に従い、従業員50人以上の事業所を中心に、各事務所で未設置事業所に委嘱

勧奨の文書を送付する。

【地域型年金委員】

長野県厚生年金受給者協会連合会及び社会保険労務士会・市町村・教育機関等にご協

力をいただき委嘱の拡大を図る。また、職域型年金委員で退職を契機に辞退された方

については、地域型年金委員への移行をお願いする。

年金委員活動支援事業
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【職域型年金委員】

県内各社会保険委員会と連携し、全国健康保険協会長野支部と協力のうえ、

５類感染症対策を踏まえた制度説明会、研修の実施を検討し、活動の支援

に取り組む。

【地域型年金委員】

５類感染症対策を踏まえ、定期的に連絡会を実施する。

● 活動支援の取り組み



① 地域連携事業

４．令和4年度の取り組み結果と課題

〇事業所等を対象とした制度説明会の実施回数

事務所名 3年度 4年度 増減

長野南 4回 19回 15回

長野北 2回 0回 ▲2回

岡谷 8回 6回 ▲2回

伊那 13回 21回 8回

飯田 14回 18回 4回

松本 18回 29回 11回

小諸 １回 6回 5回

合計 60回 99回 39回
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制度説明会資料



〇関係団体と連携した研修の実施
団 体 名 内 容 事務所名

社会保険委員会 各委員会の研修会・役員会で「年金制度」・「制度改正」等を説明 全事務所

社会保険労務士会
各支部の総会・研修会で「年金制度」・「制度改正」等を説明 岡谷・伊那・飯田

社会保険労務士の研修会で、算定基礎届について説明 長野南・伊那・小諸

社会保険協会 社会保険協会主催の新規適用事業所説明会で「年金制度」を説明 全事務所

健康保険協会 健康保険協会長野支部の職員に、「年金制度」等を説明 長野南・松本

社会福祉協議会 伊那市社会福祉協議会の市民後見人（法人後見生活支援員）養成講座で
「年金制度」を説明 伊那

〇その他の説明会

内 容 事務所名

企業からの依頼により、新入社員を対象とした年金制度説明会を開催 長野南

企業からの依頼により、60歳前の従業員を対象とした年金制度説明会を開催 伊那

企業からの依頼により、退職予定者を対象とした年金制度説明会を開催 小諸
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9

〇市町村と連携した制度の周知・啓発

内 容 事務所名

機構の情報誌「かけはし」により市町村（国民年金担当職員）へ情報提供 全事務所

市町村の国民年金担当者に制度周知を依頼 全事務所

市町村発行の広報紙へ制度記事、出張相談日程等を掲載 長野南・長野北・岡谷・伊那

市町村の国民年金担当者に、国民年金及び年金給付事務の研修会を実施 全事務所

〇マスメディアを通じた広報の実施

内 容 事務所名

地域新聞社に年金委員功労者表彰、こども絵画展及び表彰式の記事を掲載 岡谷

「ねんきん月間」に「こども絵画展」を実施。地元テレビ・新聞が取材し記事掲載
ねんきんネットについても記事掲載 伊那

「ねんきん月間」に年金制度等について、管内マスメディアに広報を依頼。各ＦＭ
ラジオで放送、各ケーブルテレビで放映、新聞等に記事を掲載。 小諸
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➢総括・課題

・年金制度説明会については、新型コロナウイルス感染症の段階的措置により、オン
ライン等非対面型を主にする方式を増やすことに伴い、実施数が増加した。
今後は、必要に応じたマスク着用等、５類感染症への対策を講じつつ、対面型及び
オンライン等による非対面型の制度説明会を積極的に実施していく。

・複数の事務所において、マスメディアへ広報の協力依頼を行い、多くのマスメディ
アから年金制度等について取り上げていただいた。
今後も、関係団体との連携を図り、年金制度について、地域へ発信していく必要が
ある。



〇教育機関における年金セミナーの実施

事務所名

3年度 4年度 増減

大学等 専門学校等 中高等学
校 合計 人数 大学等 専門学校等 中高等学校 合計 人数 合計 人数

長野南 1校
(1回)

3校
(4回)

2校
(3回)

6校
(7回) 325 0校

(0回)
8校

(14回)
8校

(8回)
16校

(22回) 1351 10校
(15回) 1026

長野北 0校
(0回)

0校
(0回)

1校
(1回)

1校
(1回) 159 0校

(0回)
0校

(0回)
0校

(0回)
0校

(0回) 0 ▲ 1校
(▲1回) ▲159

岡 谷 0校
(0回)

6校
(6回)

4校
(4回)

10校
(10回) 488 0校

(0回)
3校

(3回)
1校

(1回)
4校

(4回) 248 ▲6校
(▲6回) ▲240

伊 那 2校
(2回)

3校
(3回)

3校
(3回)

8校
(8回) 920 3校

(3回)
2校

(2回)
2校

(2回)
7校

(7回) 729 ▲1校
(▲1回) ▲191

飯 田 1校
(1回)

2校
(2回)

5校
(5回)

8校
(8回) 285 0校

(0回)
2校

(2回)
5校

(5回)
7校

(7回) 724 ▲1校
(▲1回) 439

松 本 3校
(3回)

4校
(6回)

1校
(2回)

8校
(11回) 366 3校

(4回)
7校

(10回)
4校

(4回)
14校

(18回) 740 6校
( 7回) 374

小 諸 3校
(3回)

3校
(3回)

5校
(8回)

11校
(14回) 785 3校

(4回)
2校

(2回)
4校

(4回)
9校

(10回) 892 ▲2校
(▲4回) 107

合 計 10校
(10回)

21校
(23回)

21校
(26回)

52校
(59回) 3,328 9校

(11回)
24校

(33回)
24校

(24回)
57校

(68回) 4684 5校
(9回) 1356

② 年金セミナー事業
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※括弧内は実施回数 長野北年金事務所の減は管轄区域の見直しによる



〇その他の取り組み

内 容 事務所名

信州大学教育学部・工学部の二年時のガイダンスの資料と共に学生納付特例制度などのリーフレットを
配布していただいた 長野南

信州大学教育学部付属特別支援学校で保護者を対象に障害年金について説明会を実施 長野北

➢総括・課題

・新型コロナウイルス感染症の段階的措置に係る学校側の対応等により、セミナーの開催
数については拠点ごとばらつきがあるが、県全体では実施校、受講人数は増加。
今後は、オンラインによる非対面型でのセミナーに力を入れて取り組んでいく必要があ
るが、学校側の機器とのシステムの融和性などハード・ソフト面での調整も課題となっ
てくる。
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〇市町村における出張年金相談

事務所名 市町村 実 施 日 4年度
回 数 相談者数

長野南
千曲市

坂城町

【千曲】毎月第２・４木曜日
【千曲】第３月曜日
【坂城】毎月第３火曜日

47回 191名

長野北 中野市
飯山市

毎月第１火曜日
毎月第４木曜日 23回 133名

岡谷 富士見町 毎月第１水曜日 12回 95名

松本
大町市
木曽町
南木曽町

毎月第３木曜日
毎月第２火曜日
偶数月第４木曜日

29回 153名

合計 109回 572名

③ 地域相談事業
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➢総括・課題
・事務所から遠方での出張年金相談及びハローワークにおける離職者への説明会は、有効な事業であ
る。長野南・北年金事務所の管轄区域見直しに伴い、出張年金相談、ハローワーク説明会の会場、
回数等を調整することとなったが、相談者、出席者数は昨年に比べ増加した。

・引き続き、必要な地域、必要な場面において年金相談、制度説明会を実施していく。

〇その他の出張年金相談・納付相談会
内 容 事 務 所 名

年金月間に合わせた国民年金制度説明・納付相談（坂城町主催） 長野南

11月の年金月間に合わせて伊那市役所にて納付相談会を実施 伊那

〇ハローワークにおける離職者対象の説明会

事務所名 場 所 ４年度
回 数 出席者数

長野南 長野・篠ノ井・飯山 144回 3310名

長野北 管轄区域見直し ー ー

岡谷 岡谷・諏訪 37回 484名

伊那 伊那 0回 0名

飯田 飯田 0回 0名

松本 大町 20回 420名

小諸 小諸・上田・佐久 0回 0名

合計 201回 4214名



④ 年金委員活動支援事業

○定期的な年金制度の周知・情報提供

内 容

職域型 制度改正事項、ねんきんネット等のチラシを配付
情報誌「職域型年金委員の皆様へお知らせ」の送付

地域型 年金委員[地域型]活動の手引き、アニュアルレポート等の送付
情報誌「年金委員通信」の送付

〇年金委員研修会の実施

内 容

職域・地域型 各年金事務所で全国健康保険協会と合同で「年金委員表彰式」と併せて実施【ねんきん月間】
（長野南・長野北は合同で実施）

地域型 各年金事務所で地域型年金委員地区連絡会等を通じて研修を実施
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内 容 事務所名

職域型

年金委員の会議・研修会で委嘱勧奨を依頼 全事務所

事業所の対象を絞り委嘱勧奨文書の送付 全事務所

健康保険委員のみ委嘱している事業所への勧奨を実施 飯田・松本

未設置事業所に対し、文書・電話による勧奨を実施 岡谷・伊那

地域型

退職を契機とする職域型年金委員の辞退者に地域型年金委員への移行を依頼 全事務所

年金事務所ＯＢ職員に対し、委嘱勧奨を実施 伊那

民生委員の地域型年金委員から、民生委員を紹介していただく 伊那

市町村を訪問し、民生委員を紹介していただくよう要請 伊那

〇年金委員の委嘱拡大
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事務所名415
令和3年度（A） 令和4年度（Ｂ） 増減（Ｂ）－（Ａ）

職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計 職域型 地域型 合計

長野南 664 7 671 690 14 704 26 7 33

長野北 450 11 461 426 10 436 ▲24 ▲1 ▲25

岡谷 530 13 543 528 16 544 ▲2 3 1

伊那 416 12 428 422 15 437 6 3 9

飯田 395 10 405 391 12 403 ▲4 2 ▲2

松本 838 25 863 760 29 789 ▲78 4 ▲74

小諸 801 15 816 797 23 820 ▲4 8 4

長野県 4,094 93 4,187 4014 119 4133 ▲80 26 ▲54

～年金委員委嘱者数（県内）～



・年金委員に対する制度周知、情報提供については、定期的に情報誌及びリーフレットの送付等により行っ
た。併せて地域型年金委員に対しては、地区連絡会等の機会をとらえ、制度周知、情報提供を行っていく。
今後も、継続して制度周知、情報提供を行っていく。

・職域型年金委員数については、退職・異動等による辞退及び辞退の遡及処理に伴い、事務所により増減の差
がある。各事務所で委員の未委嘱事業所への新規委嘱勧奨を実施しているが、県全体では減少となった。引
き続き辞退者の後任の推薦が得られるよう丁寧に説明し、事業所への勧奨を継続して行っていく。

・地域型年金委員数については、高齢化により任期を継続されない委員が増えているが、関係団体の皆様にご
協力、市町村職員等への勧奨の結果、県全体の委員数は増加した。
引き続き、職域型年金委員で退職を契機に辞退された方については、地域型年金委員への移行をお願いする
とともに、関係団体の皆様にご協力いただき委嘱の拡大に努めていく。
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➢総括・課題



５．長野県内の各年金事務所における取り組み結果（令和4年度）

長野南年金事務所

年金セミナー事業

●年金セミナーの開催
これからの社会を担う高校生などの若い世代
に対して、公的年金制度の役割や必要性を正
しく理解していただき、公的年金制度への加
入義務の意識の醸成を図ることを目的として、
専門学校8校、高等学校8校で計22回開催しま
した。
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地域連携事業

●「ねんきん月間」を活用した取り組み

11月の年金月間に併せ、長野南年金事務所、長
野北年金事務所、全国健康保険協会長野支部と
合同による各委員の功労者表彰に合わせ、研修
を実施するとともに、坂城町主催の国民年金制
度説明、納付相談に職員を派遣しました。

●定期的な年金制度の周知・情報提供
県代表事務所として、県下で委嘱されている地
域型年金委員に情報誌「年金委員通信」の他、
時節に合わせた資料、リーフレット等を送付し
ました。

年金セミナー

年金委員活動支援事業



長野北年金事務所

●制度説明会・研修会の開催

信州大学教育学部付属特別支援学校等で障
害年金について説明を実施しました。

年金セミナー事業

19

地域連携事業

●年金セミナーの開催

（管轄区域見直しのため、長野南年金事務所
で実施）

地域相談事業

●相談会の開催
ハローワークで開催される離職者説明会
（管轄区域見直しのため、長野南年金事務所
で実施）
中野市、飯山市で出張年金相談を実施しま
した。（２３回、延べ１３３名）

年金委員活動支援事業

●連絡会、研修会の開催

（管轄区域見直しのため、長野南年金事務所
で実施）



地域連携事業

岡谷年金事務所

●関係団体と連携した研修

20

年金セミナー事業

地域相談事業
年金委員活動支援事業

●富士見町出張年金相談

●看護系専門学校と高等学校での実施

●研修会の開催
令和4年12月に年金委員、健康保険委員を対象と
した合同研修会を開催しました。

新型コロナウイルスの感染対策に配慮し、対面型、
ＤＶＤ視聴型、ＷＥＢ型の多彩な実施方法を学校
側に選択いただき、看護系専門学校で3校、管内高
校では1校開催することができました。

毎月第一水曜日に富士見町役場において出張年金
相談を開催しています。

社会保険協会と連携して事業所担当者対象の年金制
度の研修を実施しました。

●市町村と連携した制度の周知・啓発

●マスメディアを通じた広報の実施
タウン誌「月刊ぷらざ」へ年金制度に関する記事を
毎月掲載しています。

市町村発行の広報紙へ制度記事を掲載して頂きました。

●こども絵画展の開催
岡谷市のご協力を得て、２か所の保育園児が描いた
絵画を事務所内に展示し、表彰状受渡の際、保護
者・職員を対象に年金制度に係るリーフレットを配
布しました。



伊那年金事務所

地域連携事業

●「こども絵画展」の開催
ねんきん月間の取組みの一つとして、近所の保育園の子供
たちに「将来の夢」をテーマに絵を描いてもらい、お客様
待合スペースに展示しました。園児たちの見学にあわせ、
地元ケーブルテレビ、新聞の取材も受けました。

●事業所や関係団体と連携した説明会の実施
事業所の事務担当者向けの事務研修会と、退職予定者を対
象とした年金制度、手続き等に関する説明会を対面とオン
ラインで実施しました。
伊那市社会福祉協議会で開催した「市民後見人養成講座」
をはじめ各種団体で公的年金制度についての説明会を実施
しました。

年金セミナー事業

●対面の他にDVD方式で実施
学校からの希望により対面方式をメインに大学3校、
専門学校２校、高等学校2校で計7回開催しました。
若い世代に向けて、年金に対する意識を高める事が
出来ました。
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年金委員活動支援事業

●年金委員研修会の実施
職域型は社会保険委員会と連携し、年金制度の研修会を
11月と2月の2回実施しました。
地域型は連絡会を2回開催し、研修を実施しました。



年金セミナー事業

飯田年金事務所
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地域連携事業 年金委員活動支援事業

●制度説明会・研修会の開催
オンラインによる事業所向けの年金制度説
明会を開催し、92事業所にご参加いただき
ました。
また、事業所における新規採用者、定年退
職者向けの研修会に出向き、年金制度説明
会を開催しました。

●関係団体と連携した説明会の実施

社会保険協会の研修会、社会保険労務士会
の会議において、年金制度についての説明
を行いました。

●その他
管内市町村職員を対象とした研修会を開催
するとともに、機構情報誌「かけはし」に
より市町村（国民年金担当職員）へ情報提
供を行いました。

●年金セミナーの開催

新型コロナウィルスの感染対策に配慮しつつ、
専門学校2校、高校5校の計7校で対面による
年金セミナーを実施し、年金制度についての
説明を行いました。

●研修会の開催

令和4年11月に年金委員、健康保険委員を対
象に合同研修会を行いました。
社会保険委員会役員会において年金制度の説
明を行いました。



松本年金事務所
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年金委員活動支援事業

地域連携事業

●制度説明会・研修会の開催

社会保険協会の研修会等において、年金制度
の説明を実施しました。
また、管内市町村職員を対象とした研修会を
開催し、連携を図りました。

●その他

新規に社会保険加入した事業所に対する説明
会を、毎月オンラインで実施し、43事業所の
皆様にご参加いただきました。

年金セミナー事業

●１４校でセミナー開催
新型コロナの感染対策に配慮しつつ、大学3
校、各種学校７校、高校４校で年金セミナー
を開催し、年金制度の果たす役割及び相互扶
助の重要性等を丁寧に説明しました。

地域相談事業

●相談会の開催

管内ハローワークのうちハローワーク大町の離
職者説明会での年金制度に関する説明・相談を
再開しました。（20回：420名）
大町市・木曽町・南木曽町での出張年金相談に
ついても開催しました。（29回：153名）

●研修会の開催

令和４年11月に年金委員、健康保険委員を対
象とした合同研修会を開始しました。



小諸年金事務所

●年金セミナー等
対面方式及び新型コロナの感染症予防に配慮した非
対面の動画提供型（ＤＶＤ視聴）セミナーを含め、
大学３校、各種学校２校、高校４校に対して年金制
度についての説明を行いました。

年金セミナー事業
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●研修会の開催
令和4年11月に年金委員、健康保険委員を対象と
した合同研修会を行いました。
令和5年3月に社会保険委員会の支部別研究会で
年金制度の説明を行いました。

地域連携事業

●マスメディアに対する広報活動
ケーブルテレビ・新聞・ＦＭラジオで年金制度の
周知を行いました。

●制度説明会・研修会の開催
社会保険協会、社会保険労務士会の研修会に出席
し年金制度について説明しました。
また、管内市町村職員を対象とした研修会を開催
し連携を図りました。

年金委員活動支援事業



地域連携事業
• 事業所における年金制度説明会の実施に向けたアプローチ
• 事業所等で年金制度説明会の実施
• 市町村向け広報誌「かけはし」の配付（奇数月）
• 市町村広報紙への記事掲載依頼
• 社会保険委員会役員会等で年金制度を説明
• 社会保険協会主催の事業所説明会で年金制度を説明
• 「ねんきん月間」の広報（市町村広報誌への掲載依頼、ポスターの掲示依頼等マスメディアへの広報依頼）
• 「ねんきん月間」・「年金の日」の事業の実施

年金セミナー事業
• 大学、短期大学、専門学校および高等学校における年金セミナーの実施に向けたアプローチの実施
• 大学、短期大学、専門学校および高等学校における年金セミナーを実施
• 教育機関へ「エッセイ募集」の協力依頼
• 「年金セミナー王」長野県予選の開催
• 長野県高等学校長会（県下４カ所）で令和5年度のセミナー実施依頼
• 県下の教育機関に令和5年度のアンケートを送付（代表）

６．令和５年度 事業計画
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地域相談事業
• ハローワークにおける年金制度説明会
• 遠隔地等における出張年金相談の実施

年金委員活動支援事業
• 各社会保険委員会役員会・研修会で年金委員に委嘱勧奨を依頼
• 年金委員未設置事業所に委嘱勧奨を実施
• 地域型年金委員へ「活動の手引き」等資料を送付（代表）
• 地域型年金委員連絡会を開催
• 全国年金委員研修会への参加（職域型・地域型）
• 年金委員研修会、年金委員功労者表彰（職域型・地域型）
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７．事務所別事業計画（令和5年度）

長野南年金事務所

長野北年金事務所

岡谷年金事務所

～長野県内年金事務所の管轄区域図～

代表事務所として、長野県の地域年金展開事業を推進して

いくため、委員功労者表彰を県下合同企画として開催します。
年金セミナーの県内統一的なアプローチの実施と、県全体で
講師担当者のスキルアップが図れるよう取り組みます。

年金セミナーの講師担当者の練度を高めるとともに、
教育機関への開催勧奨、実施方法の要望を取り入
れ、実施校の増加を目指します。

管轄区域見直しのため長野南で行うこととなったセミ

ナー等に係る教育機関へのアプローチ協力など、事

業の開催回数が増加するよう努めます。
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伊那年金事務所

飯田年金事務所

松本年金事務所

小諸年金事務所

年金セミナーは未実施校に対して開催のアプローチを行います。
年金説明会は、事務担当者あての事務説明会を増やし、気軽に参加できるオンラインでの
開催を数多く実施し、受講者数を増やします

年金セミナー未実施校について積極的なアプローチを行いセミナー開催に繋げるとともに、

講師育成に努め、セミナー内容の充実を図ります。

年金セミナーＰＴを活動母体として、年金セミナーの内容の充実を図るとともに、セ

ミナー対象校拡大の取組を強化します。

過去の実施校での開催の恒例化及び新規開拓に努めるとともに、年金セミナー講師育成を
強 化し、セミナー内容の充実を図ります。
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